
プライバシーガバナンス構築サービス
変わりゆく技術や社会環境に対応するために、プライバシーガバナンスの構築が求められています。現状整理から
対策検討、実行に至るまで、プライバシーガバナンスの構築に必要なサポートをワンストップで提供します。

RecoveryReadiness Response

今後プライバシーガバナンスで対応すべき領域
プライバシー保護の観点で考慮すべき範囲

個人情報保護法が企業に求める対応は改正の度に厳格化している

それでもプライバシーに関する炎上事例は後を絶たない

個人情報保護法の遵守にとどまらず、企業の取り組みを社会が評価する時代になった

漏洩等報告・

本人通知の義務化
個人の権利の

強化

安全管理のために講じた

措置の公表

法人に対する

罰金刑の最高額の引上

プライバシーに関する取り組みをコストとしてではなく、

むしろ製品・サービス等の品質や企業価値を高めることとして捉え直し、

組織全体でプライバシーガバナンスに取り組むことが重要

これまで主に法務が担当していた領域
個人情報保護法により守られるべき範囲

海外のプライバシー保護体制の厳格化

国内法令も追随し改正と厳格化の繰り返し

消費者の関心の軽視による炎上事例が多数発生

AI台頭、DX化加速により、

パーソナルデータの利活用が重要課題に変化

法令

企業

社会変化・個人の意識の変化に対し、

法令順守だけでは不十分

プライバシーに関する企業の

自発的な取り組みが必要とのメッセージ

若年層を中心にプライバシーへの関心が高まり

商品選択にも影響

プライバシーを軽視する企業への疑問や

批判の投げかけが増加

政府

消費者

技術が急速に進歩し、法令の整備が追い付いていない現在、法令遵守だけではリスクを回避できない

変わりゆく技術や社会環境に対応するプライバシーガバナンス構築が必要

プライバシーガバナンスの概要

個人情報とプライバシー問題にまつわる環境変化
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危機管理センター

インシデント発生時の緊急連絡先
情報漏洩、法令違反、品質不正、会計不正、サイバー
攻撃など、今すぐにご相談されたい方はこちら

メールでのお問い合わせは

電話でのお問い合わせは

dt_emergency@tohmatsu.co.jp

24時間受付中

0120-123-281

 平日9:00~17:00受付

デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社
フォレンジック & クライシスマネジメントサービス

〒100-8363 東京都千代田区丸の内3-2-3 丸の内二重橋ビルディング

TEL 03-6213-1180 FAX 03-6213-1085

E-mail dt-cm@tohmatsu.co.jp

IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください

http://www.bsigroup.com/clientDirectory
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プライバシーリスク評価

• データマッピング

• プライバシー影響評価

（PIA）

実行現状整理 対策検討

• プライバシー保護組織の設置案提示

• 機能と役割の規程等への落とし込み 等
体制の構築

• プライバシーリスク評価のタイミングと主体、レポートラ

イン等のルール化

• ワークフロー等低負担な運用方法の検討 等

運用ルールの

策定と周知

• 行動原則等のトップダウンでの発信への

• Web研修、社内掲示等の実施、または研修コンテ

ンツの作成 等

企業内のプライバシーに係る

文化の醸成

• パーソナルデータ保護の取り組みやリスクコントロール

方法について整理して公表するため方法検討

• 消費者からの問い合わせ対応 等

消費者との

コミュニケーション

• 委託先の選定・監督ルールの作成

• 取引先との契約関係書類のレビュー 等

その他ステークホルダー

とのコミュニケーション

PMO・情報セキュリティ対策

上記①～⑦の各サポート業務のうち、一部のみのサポートも可能です。

現状整理から対策検討、実行に至るまで、必要なサポートをワンストップで提供する

プライバシーガバナンス構築サービスメニュー

プライバシーガバナンス構築のためのデロイト トーマツの支援サービス
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